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熱中症発生状況（道内）



建設業労働災害防止協会北海道支部
令和４年発生分建設業の死亡災害事
例集より

死亡災害事例



職場における熱中症予防基本対策要綱より
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導入しやすい熱中症対策事例紹介｜職場における熱中症
予防情報 (mhlw.go.jp)より
https://neccyusho.mhlw.go.jp/case/r3-index/

熱中症対策の一例

https://neccyusho.mhlw.go.jp/case/r3-index/




熱中症対策(体制整備等)義務化
令和７年６月１日から施行



第五章 温度及び湿度
（温湿度調節）
第六百六条 事業者は、暑熱、寒冷又は多湿の屋内作業場で、有害のおそれがあるものについては、冷房、暖房、通風等適当な温湿度調節の措
置を講じなければならない。
（気温、湿度等の測定）
第六百七条
（ふく射熱からの保護）
第六百八条
（加熱された炉の修理）
第六百九条
（給湿）
第六百十条
（坑内の気温）
第六百十一条
（坑内の気温測定等）
第六百十二条
（熱中症を生ずるおそれのある作業）
第六百十二条の二 事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業を
行うときは、あらかじめ、当該作業に従事する者が熱中症の自覚症状を有する場合又は当該作業に従事する者に
熱中症が生じた疑いがあることを当該作業に従事する他の者が発見した場合にその旨の報告をさせる体制を整備
し、当該作業に従事する者に対し、当該体制を周知させなければならない。
２ 事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある作業を行うときは、あ
らかじめ、作業場ごとに、当該作業からの離脱、身体の冷却、必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせるこ
とその他熱中症の症状の悪化を防止するために必要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当該作業に
従事する者に対し、当該措置の内容及びその実施に関する手順を周知させなければならない。

施行 令和７年６月１日から
根拠条文 労働安全衛生法第２２条第２号
罰則 労働安全衛生法第119条



職場における熱中症予防基本対策要綱より
(労働安全衛生規則第612条の２の新設と熱中症対策) 労働安全衛生規則第612条の２

(報告や救命の手順、その体制の整備、関係者への周
知等)労働安全衛生規則

第606条
(屋内作業場の温湿度調節)
規則の解釈は従前と変わ
らないが、新設された労
働安全衛生規則第612条の
２における熱中症を生ず
るおそれがある作業の定
義が解釈として追加され
る。(対象範囲拡大。)

労働安全衛生規則第35
条第７号関係
(事故時等における応急
措置等)
新設された労働安全

衛生規則第612条の２に
おける措置の内容を含
めた教育が、雇入れ時
や、作業方法変更時の
安全衛生教育として必
要となる。











改正労働安全規則の詳細について



熱中症とは、高温多湿な環境下
において、体内の水分や塩分
(ナトリウム等)バランスが崩れ
る、体温の調節機能が破綻する
等して発症する障害の総称です。



暑熱な作業場には、特定の作業
場の他、出張先や作業場所への移
動中、非定常的な作業を行う場所
も含まれます。

暑熱な作業場に該当するか否か
は、原則として作業が行われる場
所で湿球黒球温度又は気温を実測
することにより判断する必要があ
ります。なお、通気のよい屋外作
業場について、環境省の熱中予想
サイトや天気予報などの情報サイ
トを活用して判断することは可能
です。



熱中症を生じるおそれが
ある作業に該当しない場合
であっても、作業強度や着
衣によって熱中症のリスク
が高まることから、改正省
令に準じた対応を行うよう
努めてください。(リスクア
セスメントを実施してくだ
さい。)



・責任者等の連絡先、該当者へ
の連絡方法を定め明示すること。
・作業中(熱中症のおそれがあ
る作業中)は随時報告を受ける
ことができるようにしておこ
と。
・作業者から電話等による報告
を受けるだけではなく、積極的
に熱中症の疑いがある作業者を
早期に発見する観点から、ウェ
アラブルデバイスの採用、責任
者と労働者の間の双方向の定期
連絡などによりリスク管理の精
度を高めることが望ましい。



・意識の異常において判断にまよう場合は、放
置したり、措置を躊躇して先送りしないよう、
♯7119等を活用するなどより専門機関や医療機
関に相談し、速やかに専門家の指示を仰ぐこと
が望ましいこと。

総務省HPより



・あらかじめ、事業場内の緊急連絡網、搬送先と
なる医療機関の連絡先を定めた場合はこれらも定
めて手順例等に記載することが望ましいこと。
・熱中症については帰宅後に悪化する可能性もあ
ることから、体力が回復したとの判断は慎重に行
う必要があること。また、回復後の体調急変等に
より症状が悪化した場合は、直ちに医療機関を受
診する必要があることから、体調急変時の連絡体
制や対応にも注意すること。



（株）大林組
様の取組一例

管内の工事現
場より



周知に関しては、報告先等が確実に伝わ
ることが必要であり、方法としては掲示、
メール、文書の配布の他、朝礼における口
頭伝達もあります。朝礼(口頭)の場合は参加
していない者がいると伝わらないため、複
数の方法を組み合わせて行うこと。建設現
場のような混在した場所で、複数の請負人
が同一の作業場で作業を行うときは、元方
事業者、関係請負人いずれにも措置義務が
生ずるが、作業者の周知の方法としては、
各事業者が共同して1つの緊急連絡先を定め、
これを作業者の見やすい場所に掲示するこ
とや、メールでの送付、文書の配布等が考
えられる。周知には熱中症を生じるおそれ
がある作業者以外の作業を行う者も含め広
く緊急連絡体制等を周知することが望まし
いこと。

・複数の方法で該当者全員に周知徹底。
・該当者以外にも広く周知。



クールワークキャンペーン実施要項より



クールワークキャンペーン実施要項より



マニュアルダウンロード｜職場における熱中症予防情報
(mhlw.go.jp)

https://neccyusho.mhlw.go.jp/download/

https://neccyusho.mhlw.go.jp/download/


厚生労働省 / Ministry of Health, Labour and Welfare -
YouTube

https://www.youtube.com/@MHLWchannel

https://www.youtube.com/

